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参考資料 

１．統計法（平成十九年五月二十三日法律第五十三号）（抜粋） 

第一章総則 

（目的）  

第一条  この法律は、公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる

重要な情報であることにかんがみ、公的統計の作成及び提供に関し基本となる事項を定め

ることにより、公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保を図り、もって

国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。  

 

（基本理念）  

第三条  公的統計は、行政機関等における相互の協力及び適切な役割分担の下に、体系

的に整備されなければならない。  

２  公的統計は、適切かつ合理的な方法により、かつ、中立性及び信頼性が確保されるよう

に作成されなければならない。  

３  公的統計は、広く国民が容易に入手し、効果的に利用できるものとして提供されなけれ

ばならない。  

４  公的統計の作成に用いられた個人又は法人その他の団体に関する秘密は、保護されな

ければならない。  

   第三章 調査票情報等の利用及び提供  

（調査票情報の二次利用）  

第三十二条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次に掲げる場合には、その行っ

た統計調査に係る調査票情報を利用することができる。  

一  統計の作成又は統計的研究（以下「統計の作成等」という。）を行う場合  

二  統計を作成するための調査に係る名簿を作成する場合  
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（調査票情報の提供）  

第三十三条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、次の各号に掲げる者が当該各号

に定める行為を行う場合には、その行った統計調査に係る調査票情報を、これらの者に提

供することができる。  

一  行政機関等その他これに準ずる者として総務省令で定める者 統計の作成等又は統

計を作成するための調査に係る名簿の作成  

二  前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等として総

務省令で定めるものを行う者 当該総務省令で定める統計の作成等  

 

（委託による統計の作成等）  

第三十四条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その業務の遂行に支障のない範

囲内において、学術研究の発展に資すると認める場合その他の総務省令で定める場合に

は、総務省令で定めるところにより、一般からの委託に応じ、その行った統計調査に係る調

査票情報を利用して、統計の作成等を行うことができる。  

 

（匿名データの作成）  

第三十五条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、その行った統計調査に係る調査

票情報を加工して、匿名データを作成することができる。  

２  行政機関の長は、前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとする

ときは、あらかじめ、統計委員会の意見を聴かなければならない。  

 

（匿名データの提供）  

第三十六条  行政機関の長又は届出独立行政法人等は、学術研究の発展に資すると認め

る場合その他の総務省令で定める場合には、総務省令で定めるところにより、一般からの

求めに応じ、前条第一項の規定により作成した匿名データを提供することができる。  
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   第四章 調査票情報等の保護  

（調査票情報等の適正な管理）  

第三十九条  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報を適正に管理するために必

要な措置を講じなければならない。  

一  行政機関の長 当該行政機関の行った統計調査に係る調査票情報、第二十七条第

一項の規定により利用する基幹統計調査又は一般統計調査に係る調査票情報、事業

所母集団データベースに記録されている情報、第二十九条第一項の規定により他の行

政機関から提供を受けた行政記録情報及び第三十五条第一項の規定により作成した匿

名データ  

二  地方公共団体の長その他の執行機関 当該地方公共団体の行った統計調査に係る

調査票情報及び第二十七条第二項の規定により総務大臣から提供を受けた事業所母

集団データベースに記録されている情報  

三  届出独立行政法人等 当該届出独立行政法人等の行った統計調査に係る調査票情

報、事業所母集団データベースに記録されている情報及び第三十五条第一項の規定に

より作成した匿名データ  

２  前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各号に定める情報の取扱いに関する業務

の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者について準用する。  

 

（調査票情報等の利用制限）  

第四十条  行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関又は届出独立行政法人等

は、この法律（地方公共団体の長その他の執行機関にあっては、この法律又は当該地方

公共団体の条例）に特別の定めがある場合を除き、その行った統計調査の目的以外の目

的のために、当該統計調査に係る調査票情報を自ら利用し、又は提供してはならない。  

２  第二十七条第二項の規定により総務大臣から事業所母集団データベースに記録されて

いる情報の提供を受けた行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関又は届出
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独立行政法人等は、同項各号に掲げる目的以外の目的のために、当該事業所母集団デ

ータベースに記録されている情報を自ら利用し、又は提供してはならない。  

３  第二十九条第一項の規定により行政記録情報の提供を受けた行政機関の長は、当該行

政記録情報を同項の規定により明示した利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は

提供してはならない。  

 

（守秘義務）  

第四十一条  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務に関して知り得た個人又は法

人その他の団体の秘密を漏らしてはならない。  

一  第三十九条第一項第一号に定める情報の取扱いに従事する行政機関の職員又は職

員であった者 当該情報を取り扱う業務  

二  第三十九条第一項第二号に定める情報の取扱いに従事する地方公共団体の職員又

は職員であった者 当該情報を取り扱う業務  

三  第三十九条第一項第三号に定める情報の取扱いに従事する届出独立行政法人等の

役員若しくは職員又はこれらの職にあった者 当該情報を取り扱う業務  

四  行政機関、地方公共団体又は届出独立行政法人等から前三号の情報の取扱いに関

する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者又は従事してい

た者 当該委託に係る業務  

五  地方公共団体が第十六条の規定により基幹統計調査に関する事務の一部を行うこと

とされた場合において、基幹統計調査に係る調査票情報、事業所母集団データベースに

記録されている情報及び第二十九条第一項の規定により他の行政機関から提供を受け

た行政記録情報の取扱いに従事する当該地方公共団体の職員又は職員であった者 

当該情報を取り扱う業務  

六  前号に規定する地方公共団体から同号の情報の取扱いに関する業務の委託を受け

た者その他の当該委託に係る業務に従事する者又は従事していた者 当該委託に係る

業務  
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（調査票情報等の提供を受けた者による適正な管理）  

第四十二条  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める情報を適正に管理するために必

要な措置を講じなければならない。  

一  第三十三条の規定により調査票情報の提供を受けた者 当該調査票情報  

二  第三十六条の規定により匿名データの提供を受けた者 当該匿名データ  

２  前項の規定は、同項各号に掲げる者から当該各号に定める情報の取扱いに関する業務

の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務を受託した者について準用する。  

 

（調査票情報の提供を受けた者の守秘義務等）  

第四十三条  次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務に関して知り得た個人又は法

人その他の団体の秘密を漏らしてはならない。  

一  前条第一項第一号に掲げる者であって、同号に定める調査票情報の取扱いに従事

する者又は従事していた者 当該調査票情報を取り扱う業務  

二  前条第一項第一号に掲げる者から同号に定める調査票情報の取扱いに関する業務

の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者又は従事していた者 当

該委託に係る業務  

２  第三十三条の規定により調査票情報の提供を受けた者若しくは第三十六条の規定によ

り匿名データの提供を受けた者又はこれらの者から当該調査票情報若しくは当該匿名デ

ータの取扱いに関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者

若しくは従事していた者は、当該調査票情報又は当該匿名データをその提供を受けた目的

以外の目的のために自ら利用し、又は提供してはならない。  

      第六章 雑則  

（行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 等の適用除外）  

第五十二条  基幹統計調査及び一般統計調査に係る調査票情報に含まれる個人情報（行

政機関の保有する個人情報の保護に関する法律 （平成十五年法律第五十八号）第二条
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第二項 に規定する個人情報及び独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する

法律 （平成十五年法律第五十九号。次項において「独立行政法人等個人情報保護法」と

いう。）第二条第二項 に規定する個人情報をいう。以下この項において同じ。）、事業所母

集団データベースに含まれる個人情報並びに第二十九条第一項の規定により他の行政機

関から提供を受けた行政記録情報に含まれる個人情報については、これらの法律の規定

は、適用しない。  

２  届出独立行政法人等であって、独立行政法人等個人情報保護法第二条第一項 に規定

する独立行政法人等に該当するものが行った統計調査に係る調査票情報に含まれる個人

情報（同条第二項 に規定する個人情報をいう。）については、独立行政法人等個人情報

保護法 の規定は、適用しない。  

   第七章 罰則  

第五十七条  次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役又は百万円以下の罰

金に処する。  

一  第十七条の規定に違反して、国勢調査その他の基幹統計調査の報告の求めである

と人を誤認させるような表示又は説明をすることにより、当該求めに対する報告として、

個人又は法人その他の団体の情報を取得した者  

二  第四十一条の規定に違反して、その業務に関して知り得た個人又は法人その他の団

体の秘密を漏らした者  

三  第四十三条第一項の規定に違反して、その業務に関して知り得た個人又は法人その

他の団体の秘密を漏らした者  

２  前項第一号の罪の未遂は、罰する。  

 

第五十九条  第四十一条各号に掲げる者が、その取り扱う同条各号に規定する情報を、自

己又は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、一年以下の懲役

又は五十万円以下の罰金に処する。  
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２  第四十三条第一項各号に掲げる者が、その取扱い又は利用に係る調査票情報を、自己

又は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときも前項と同様とする。  

 

第六十一条  次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。  

一  第十三条の規定に違反して、基幹統計調査の報告を拒み、又は虚偽の報告をした者  

二  第十五条第一項の規定による資料の提出をせず、若しくは虚偽の資料を提出し、又

は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問

に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者  

三  第三十六条の規定により匿名データの提供を受けた者又は当該匿名データの取扱い

に関する業務の委託を受けた者その他の当該委託に係る業務に従事する者若しくは従

事していた者で、当該匿名データを、自己又は第三者の不正な利益を図る目的で提供し、

又は盗用した者  
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２．個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）（抜粋） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次

の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。第

十八条第二項において同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作そ

の他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同

じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合する

ことができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

（中略） 

９ この法律において「匿名加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報の区分に応じ

て当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人

情報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することが

できないようにしたものをいう。 

一 第一項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削

除すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。 

二 第一項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全

部を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方

法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 
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３．行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八号）

（抜粋） 

 

（定義） 

第二条 この法律において「行政機関」とは、次に掲げる機関をいう。 

一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下

に置かれる機関 

（中略） 

２ この法律において「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次の各

号のいずれかに該当するものをいう。 

一 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。次項第二号において同じ。）で作られる記録をいう。以

下同じ。）に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて

表された一切の事項（個人識別符号を除く。）をいう。以下同じ。）により特定の

個人を識別することができるもの（他の情報と照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるものを含む。） 

二 個人識別符号が含まれるもの 

（中略） 

８ この法律において「非識別加工情報」とは、次の各号に掲げる個人情報（他の情報

と照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるも

の（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することが

できることとなるものを除く。）を除く。以下この項において同じ。）の区分に応じ

て当該各号に定める措置を講じて特定の個人を識別することができない（個人に関す

る情報について、当該個人に関する情報に含まれる記述等により、又は当該個人に関

する情報が他の情報と照合することができる個人に関する情報である場合にあって

は他の情報（当該個人に関する情報の全部又は一部を含む個人情報その他の個人情報

保護委員会規則で定める情報を除く。）と照合することにより、特定の個人を識別す
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ることができないことをいう。第四十四条の十第一項において同じ。）ように個人情

報を加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元することがで

きないようにしたものをいう。 

一 第二項第一号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる記述等の一部を削

除すること（当該一部の記述等を復元することのできる規則性を有しない方法によ

り他の記述等に置き換えることを含む。）。 

二 第二項第二号に該当する個人情報 当該個人情報に含まれる個人識別符号の全

部を削除すること（当該個人識別符号を復元することのできる規則性を有しない方

法により他の記述等に置き換えることを含む。）。 

９ この法律において「行政機関非識別加工情報」とは、次の各号のいずれにも該当する個

人情報ファイルを構成する保有個人情報（他の情報と照合することができ、それにより特定

の個人を識別することができることとなるもの（他の情報と容易に照合することができ、それ

により特定の個人を識別することができることとなるものを除く。）を除く。以下この項におい

て同じ。）の全部又は一部（これらの一部に行政機関情報公開法第五条に規定する不開示

情報（同条第一号に掲げる情報を除く。以下この項において同じ。）が含まれているときは、

当該不開示情報に該当する部分を除く。）を加工して得られる非識別加工情報をいう。 

一 第十一条第二項各号のいずれかに該当するもの又は同条第三項の規定により同条

第一項に規定する個人情報ファイル簿に掲載しないこととされるものでないこと。 

二 行政機関情報公開法第三条に規定する行政機関の長に対し、当該個人情報ファイル

を構成する保有個人情報が記録されている行政文書の同条の規定による開示の請求

があったとしたならば、当該行政機関の長が次のいずれかを行うこととなるものであるこ

と。 

イ  当該行政文書に記録されている保有個人情報の全部又は一部を開示する旨の決

定をすること。 

ロ  行政機関情報公開法第十三条第一項又は第二項の規定により意見書の提出の機

会を与えること。 
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三 行政の適正かつ円滑な運営に支障のない範囲内で、第四十四条の十第一項の基準

に従い、当該個人情報ファイルを構成する保有個人情報を加工して非識別加工情報を

作成することができるものであること。 

 

（利用及び提供の制限） 

第八条 行政機関の長は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有

個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長は、次の各号のいずれかに該当すると認め

るときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供するこ

とができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用し、又は

提供することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると

認められるときは、この限りでない。 

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二 行政機関が法令の定める所掌事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で

利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当な理由のあ

るとき。 

三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人に保有個人

情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、法令の定める事

務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情

報を利用することについて相当な理由のあるとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個

人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になる

とき、その他保有個人情報を提供することについて特別の理由のあるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の適用を妨

げるものではない。 
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４ 行政機関の長は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、

保有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関の内部における利用を特定の

部局又は機関に限るものとする。 
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４．行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成十一年法律第四十二号）（抜粋） 

 

（行政文書の開示義務） 

第五条 行政機関の長は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を

除き、開示請求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的記

録に記載され、若しくは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された

一切の事項をいう。次条第二項において同じ。）により特定の個人を識別すること

ができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができ

ることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にす

ることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げ

る情報を除く。 

イ 法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されてい

る情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると

認められる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第

一項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第

二条第四項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等

（独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十

号。以下「独立行政法人等情報公開法」という。）第二条第一項に規定する独立

行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和二十五年

法律第二百六十一号）第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人（地

方独立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独
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立行政法人をいう。以下同じ。）の役員及び職員をいう。）である場合において、

当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務

員等の職及び当該職務遂行の内容に係る部分 

一の二 行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十八

号）第二条第九項に規定する行政機関非識別加工情報（同条第十項に規定する行政

機関非識別加工情報ファイルを構成するものに限る。以下この号において「行政機

関非識別加工情報」という。）若しくは行政機関非識別加工情報の作成に用いた同

条第五項に規定する保有個人情報（他の情報と照合することができ、それにより特

定の個人を識別することができることとなるもの（他の情報と容易に照合すること

ができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを除く。）

を除く。）から削除した同条第二項第一号に規定する記述等若しくは同条第三項に

規定する個人識別符号又は独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法

律（平成十五年法律第五十九号）第二条第九項に規定する独立行政法人等非識別加

工情報（同条第十項に規定する独立行政法人等非識別加工情報ファイルを構成する

ものに限る。以下この号において「独立行政法人等非識別加工情報」という。）若

しくは独立行政法人等非識別加工情報の作成に用いた同条第五項に規定する保有

個人情報（他の情報と照合することができ、それにより特定の個人を識別すること

ができることとなるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定

の個人を識別することができることとなるものを除く。）を除く。）から削除した

同条第二項第一号に規定する記述等若しくは同条第三項に規定する個人識別符号 

二 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を

除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれがあるもの 
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ロ 行政機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他

の当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であ

ると認められるもの 

三 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際機関との信

頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交渉上不利益を被るお

それがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由がある情報 

四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他

の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると行政機関の長が認める

ことにつき相当の理由がある情報 

五 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は相互

間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直

な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に国民の

間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を

及ぼすおそれがあるもの 

六 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独立行政法人が行う事務又は

事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事

務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある

もの 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正

確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若

しくはその発見を困難にするおそれ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又

は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するお

それ 
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ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそ

れ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ホ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法人に係る事

業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

 


